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研究成果の概要（和文）：本研究では、オフィスの運営側と使用者側に対して大規模調査を行うことで、建築設
備システムの不確実性の源である「実建物の使われ方」を明らかにし、リスク評価を行う上で不可欠となる建物
使用条件の確率モデルを開発・整備することを目的とした。
執務者および建物管理者にアンケートを行うことで、建物の利用者側と運営側の双方からの不確実性を捉え、確
率モデルを開発した。さらに両モデルを組み合わせ、建物のエネルギーシミュレーションモデルにモンテカルロ
法を適用することで、省エネルギー化投資の効果を確率分布として捉えることを可能にした。本研究に関しては
3本の査読付論文を投稿しており、内2本が採用済、1本が査読中である。

研究成果の概要（英文）：In this research, we investigated "the state of use of real building" which 
is the source of the uncertainty of the building facility system with the aim of developing a 
probability model of the building use condition which is very important for risk evaluation .

By conducting questionnaires to officials and building managers, we investigated the uncertainty 
from both the user side and the administrative side of the building and developed a probabilistic 
model. By combining both models and applying the Monte Carlo method to the energy simulation model 
of the building, it was possible to express the effect of energy conservation investment as a 
probability distribution. With regard to this research, we have posted three refereed articles, two 
of which have been adopted and one by peer review.

研究分野：建築環境

キーワード： 省エネルギー　建築設備　不確実性　リスク　アンケート　金融工学　不動産価値
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
建築の省エネルギー化を推進するために

は、省エネルギー化投資が経済的に合理的で
あることを示す必要がある。一般に、金融商
品は投資に伴う不確実性と、投資によって得
られるリターンによって評価される。しかし、
これまでの多くの研究では、建築の省エネル
ギー化投資によって得られる不確実性を評
価してはいない。 
 
２．研究の目的 
本研究の最終目標は、建築の省エネルギー

化投資の不確実性を評価し、その価値を一般
の金融商品と比較可能な形で表現すること
である。このため、本研究では特に、不確実
性評価を評価する際に必要となる、建築省エ
ネルギー化投資に影響を与える各種の要素
について調査を行い、確率モデル化を行うこ
とを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 建築省エネルギー化投資に影響を与える
要素として「建物内の執務者行動」と「建物
管理者の運用方針」を取り上げ、これらにつ
いてアンケート調査を実施する。また、それ
らの確率的な特性を把握するとともに、確率
モデルで表現する。さらに、確率モデルを建
物エネルギー消費予測モデルと組み合わせ
てモンテカルロ法を適用することで、省エネ
ルギー化投資の不確実性を定量的に捉える。
計算結果に金融工学的手法を適用すること
で、リスクとリターンの両面から建築省エネ
ルギー化投資の価値を評価する。 
 
４．研究成果 
(1) 省エネ投資リスク評価のための確率的
執務者行動モデルの開発 

省エネルギー投資のリスクを不動産賃貸
事業のリスクとの関係性の中で捉えるため
に、省エネルギー投資が持つ不確実性の 1 つ
である事務所の執務者行動の確率的モデル
化について検討し、以下の成果を報告した。 
①アンケート調査の実施 

Web リサーチシステムを用いて、全国の事
務所執務者にアンケートを行い、性別および
年代別で 1,000 件の回答を得た。実施したア
ンケート調査と回答者属性の概要を表-1 に
示す。 
②確率モデルの構築 

アンケート結果をもとに、出社・退社時刻、
徹夜作業、休日出勤、昼休み、その他の一時
入退室、について確率モデルを構築した。モ
デル化の対象は「出社・退社時刻」「徹夜作
業の発生確率」「休日出勤の発生確率」「昼休
み取得時間」「入退室確率」とした。モデル
の構造は基本的には式(1)~(5)に示すようにジ
ョンソン SU 分布とジョンソン SB 分布とし、
必要に応じてこれらに一様分布モデルなど
を加えた。モデルのパラメータはアンケート
結果より推定した。 

③年間計算の試行 
開発したモデルを用いて在室率の計算を

行った。執務者の数は 100 名、男性比率は 90%、
契約社員は 0 名とした。年齢構成は総務省統
計局の労働力調査（年齢階級別就業者数｝を
参考に、20 代が 8%、30 代が 18%、40 代が
24%、50 代が 22%、60 代が 28%とした。完
全週休 2 日制とし、土曜日と日曜日を休日と
した。始業時刻は 9:00、終業時刻は 18:00、
昼休みは 12:00~13:00 とした。 
年間の計算を行い、平日の平均の在室率を

計算した結果を図-1 に示す。上段には既往研
究における実測調査結果を合わせて表示し
た。昼間に 80%程度の在室率となる太線がモ
デルの計算結果であり、マーカーのある細線
が既往研究の報告値である。 

始業時刻には急速に在室率が立ち上がり、
終業時刻では残業の影響により緩やかに在
室率が低下する様子が表現できていること
がわかる。また、昼休みに関しては、休憩開
始時に集中して外出するために速やかに在
室率が低下した後、各自バラバラの時間に帰
社するために緩やかに在室率が回復する様
子が表現できている。 
 

 
表-1 アンケート調査と回答者属性の概要 

媒体 Webリサーチシステム 
実施期間 2016年 5 月 23 日~5 月 25 日 

回答者数 
性別および年齢別（20、30、40、50、60 代）にグル

ーピングし、各 100 名ずつ、計 1,000名 

地域 

全国 47 都道府県：回答数の上位から順に東京

21.5%、神奈川 9.4%、埼玉 7.3%、大阪 6.6%、千葉

5.3% 
回答数最下位は若山・鳥取・宮崎の 1 件（0.1%）。 

職業 

会社勤務（一般社員）      ：59.4 % 
会社勤務（管理職）       ：10.4 % 
会社勤務（経営者・役員）    ： 5.6 %  
公務員・教職員・非営利団体職員 ： 9.7 % 
派遣社員・契約社員       ：14.9 % 

婚姻状況 未婚：40.3%、既婚（離別・死別含）：59.7% 

世帯年収 
700 万未満：50.7%、700 万以上：29.8% 
不明・未回答：19.5%  
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入力： 計算対象の年月日

休日曜日?
Y

有給取得?
U < 0.035

Y

N

休日出勤?
U < 0.188

N

N

終日不在
Y

休日出勤 Thw = true

Thwa?
N

Y 休日出勤 Thw = false

前日徹夜?
Tnwy

出社時刻は0:00

Y

N

出社時刻を確率的に生成
If (Thw & 0.341 < U ) 表-10を使用
Else 表-7を使用（平日出勤）

Tnwt ?

当日徹夜判定 Tnwt = (Tnwa & (U < 0.012))

Y

N

退社時刻は翌日0:00

退社時刻を確率的に生成
If (Thw & 0.341 < U ) ) 表-10を使用
Else 表-7を使用（平日出勤）

Tlngo ?

Tlago ?

U < 0.488

昼休みを確率的に生成（表-12）

昼休み外出せず

Tnwy ?

Y

Y
Y

N

N

N

始業時刻~退社時刻の範囲で
マルコフ連鎖（表-13）

出社時刻~退社時刻の
範囲でマルコフ連鎖（表-13）

Tnwy = Tnwt

休日判定計算

出社時刻計算

退社時刻計算

昼休み計算

一時外出計算

 

図-2 1 日の行動計算処理 
 

④最終退室時刻の計算例 
開発したモデルの応用の一例として、25 人、

50 人、100 人、200 人が利用する室を想定し、
退社時刻の計算を行った。各室で最も退社時
刻が遅い者の退社時刻を最終退室時刻と定
義し、終業時刻との差の確率密度分布をモン
テカルロ法で算出した結果を図-3に示す。終
業時刻はいずれのグループも 18:00 とし、原
点の 0 は最終退室時刻=終業時刻を意味する。
それぞれの平均値は、193、230、268、308 min
となった。1 人でも残業者がいれば最終退室
時刻はその者によって決まるため、グループ
の規模の増加とともに分布が右方に移動し、
分布の裾も広がることがわかる。 

このような情報は、例えば空調機の分割の
価値を定量化することに応用することがで
きる。執務室の人員密度を 0.2 人/m2、単位床
面積あたりの供給空調空気を 25 CMH/m2 と
仮定すると、前記グループのそれぞれの供給
風量は、3,125、6,250、12,500、25,000 CMH
となる。いずれも単体の空調機で供給しうる
風量であるが、仮に最終退室時刻まで空調を
停止しないという運用を行うとすれば、毎日
の運転時間の期待値は異なることが明らか
である。25,000 CMH の空調機は 3,125 CMH
の空調機に比較して平均的には 115min 程度、
運転時間が長くなる。従って、空調機の最適
分割規模を判断するためには、空調機分割に
伴うスペースとイニシャルコストの増と、運
転時間の減少によるランニングコストの低
下のトレードオフを評価する必要がある。 
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図-3 最終退室時刻と終業時刻の差の確率密

度分布 
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藤井ら5) No.10, 事務系, 78人, 574 m2
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図-1 在室率の計算例と実測値の比較 



(2) テナント属性の確率モデルの開発 
省エネルギー投資のリスクを不動産賃貸

事業のリスクとの関係性の中で捉えるため
に、省エネルギー投資が持つ不確実性の 1 つ
である事務所のテナント属性の確率モデル
を構築した。また、既往研究のテナント入退
去モデルと組み合わせることで、建物全体の
人員密度の不確実性を評価した。 
①テナント属性の確率モデルの開発 

既往の調査結果をもとに、産業別に雇用形
態別・職業別の就業者比率と年齢別の就業者
比率などを推定した。表-2に産業別・雇用形
態別・職業別の就業者比率を示す。表-3に産
業別・年齢別の就業者比率を示す。 

 
表-2 産業別・雇用形態別・職業別の就業者比率 [%] 

産業 性 管理 技術 事務 営業 
正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 

建設業 男 18.5 27.0 5.6 18.0 3.7 22.5 4.7 
女 3.0 2.2 0.8 66.9 24.1 2.2 0.8 

製造業 男 11.9 27.0 5.7 30.0 6.3 15.8 3.3 
女 2.0 4.3 4.6 41.1 44.1 1.9 2.0 

電気・ 
ガス 他 

男 0.0 21.2 1.8 63.8 5.5 7.1 0.6 
女 0.0 0.0 0.0 75.0 25.0 0.0 0.0 

情報 
通信業 

男 2.7 61.5 7.2 16.6 2.0 9.0 1.0 
女 0.0 26.6 14.9 34.0 18.9 3.6 2.0 

運輸業・ 
郵便業 

男 10.5 2.6 0.9 56.6 18.9 7.9 2.6 
女 3.3 0.0 0.0 30.6 66.1 0.0 0.0 

卸売業・ 
小売業 

男 11.5 4.8 1.6 19.7 6.6 41.8 14.0 
女 2.5 3.0 6.3 26.0 55.4 2.2 4.6 

金融業・ 
保険業 

男 7.2 3.9 0.4 47.3 5.0 32.8 3.4 
女 0.0 0.8 0.4 44.1 24.2 19.7 10.8 

不動産業 
他 

男 14.9 1.5 0.6 36.7 14.3 23.0 9.0 
女 6.1 0.0 0.0 50.9 33.9 5.5 3.6  

 
表-3 産業別・年齢別の就業者比率 [%] 
産業 性 ~29 歳 30~39歳 40~49 歳 50~59 歳 60 歳~ 男性比 

建設業 男 11.3 19.3 25.6 20.0 23.8 85.0 
女 8.1 17.6 29.7 20.3 24.3 

製造業 男 15.9 22.2 27.0 20.6 14.3 69.9 
女 14.4 20.1 27.5 21.1 16.9 

電気・ 
ガス 他 

男 12.5 16.7 29.1 29.2 12.5 86.2 
女 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 

情報 
通信業 

男 16.2 29.9 29.9 18.2 5.8 73.7 
女 27.3 30.9 27.3 10.9 3.6 

運輸業・ 
郵便業 

男 9.6 18.8 28.1 22.5 21.0 81.1 
女 14.3 20.6 31.8 22.2 11.1 

卸売業・ 
小売業 

男 18.0 20.8 23.5 17.8 19.9 49.1 
女 19.8 18.3 24.1 20.0 17.8 

金融業・ 
保険業 

男 14.3 15.7 28.6 27.1 14.3 45.8 
女 18.3 20.7 30.5 22.0 8.5 

不動産業

他 
男 10.7 16.0 20.0 17.3 36.0 62.5 
女 13.6 18.2 20.5 18.2 29.5  

 
先に実施したアンケート結果をもとに、始

業時刻、昼休み開始時刻、昼休み時間の頻度
を計算した。これらの情報と執務者に関する
確率モデルを統合し、テナント属性を確率的
に決定する方法を示した。図-4にテナント属
性の不確実性の計算フローを示す。 
②建物全体の確率モデルの開発 
既往研究におけるテナント入退去モデル

（刈屋モデル）と上記のテナント属性モデル
を組み合わせた。建物全体と 1 テナントとで
それぞれに時刻別の人員密度を計算した結
果を図-5に示す。ただし、土日を含まない平
日のみの集計値とした。グラフには、最大値、
最小値、平均値、四分位数を示している。 

入力： テナントの産業種別、専有部面積A [m2]

職業にもとづき、表-3から在室率ORを計算
OR ~ N(μOR, σOR)

事務室執務者モデル（本研究第3報）に、年齢、性別、雇用形
態、在室率、就業規則上の定刻を与えて初期化

Almt < A

執務者の作成開始：表-2から性別を決定

産業と性別にもとづき、
表-5から雇用形態と職業を決定
表-6から年代を決定

執務者の職種別の総人数を更新
(NM++) or (NT++) or (NS++) 

END

Y

N

産業にもとづき、表-7から
始業時刻、昼休み開始時刻、昼休み時間、終業時刻を計算

RND = N(0, 1), NM = NT = NS = 0

μOD = (0.162 NM + 0.149 NT + 0.193 NS)÷(NM + NT + NS)
σOD = (0.055 NM + 0.053 NT + 0.059 NS)÷(NM + NT + NS)
Almt = 0.83×RND×σOD+ μOD

 
図-4 テナント属性の不確実性の計算フロー 
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図-5 時刻別の人員密度の分布 
 
上段は全 12 テナントの平均であり、全在

室者数を 12 テナントの合計面積である 7,200 
m2で除した値である。下段は 1 テナントの結
果である。12 テナント平均の場合には空室や
テナント別の人員密度の違いが平準化され
るため、1 テナントの結果に比較してばらつ
きが小さくなることがわかる。熱源機、冷却
塔、ポンプなど、建物全体に対応する大型の
設備機器は上段の不確実性に影響を受け、空
調機や換気ファンなどのテナント別に設け
られる可能性も高い小型の設備機器は下段
の不確実性に影響を受けることになる。また、
上記は途中解約の不確実性に関するパラメ
ータ qank=0.4 とした結果であるが、qankが小さ
くて長期安定的なテナントが多い場合には
変動が小さくなり、逆に qank が大きい場合に



は変動が大きくなる。従って、省エネルギー
化投資の価値は、投資対象とする設備機器の
種類やそもそものテナントの不確実性に応
じて異なる。問題は、このような境界条件の
不確実性の違いが設備システムごとの省エ
ネルギー化投資の効果の不確実性にどのよ
うに影響するかであるが、この点に関する定
量的評価は今後の研究課題である。 
 
(3) モンテカルロ法を用いた省エネ投資リ
スクの定量化と評価法 

各種の確率モデルを建築設備エネルギー
計算モデルと統合し、金融工学的手法によっ
て省エネルギー化投資の評価を行った。 
①水道光熱費削減額の確率分布の作成 

外部気象条件、執務者行動、テナント属性、
テナント入退去に関する確率モデルと建築
設備エネルギーシミュレーションモデルと
を統合し、20 年間×1,000 回の計算を行い、
省エネルギー化投資別の水道光熱費削減額
の時系列を作成した。 
②省エネルギー化投資別のリスクプレミア
ムの推定 
調達金利を割引率として用いて水道光熱

費削減額の現在価値を求め、1,000 個の現在
価値の分布を求めた。図-6に省エネ投資別の
IRR 頻度分布を示す。この分布を用い、下方
リスクの測度として期待ショートフォール
を採用し、省エネルギー化投資別のリスクプ
レミアムを計算することで、省エネ投資別の
還元利回りを推定した結果を表-4に示す。こ
れにより、各省エネ投資の不確実性を前提と
した価値評価が可能となった。 
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図-6 省エネ投資別の IRR 頻度分布 

 
表-4 省エネ投資別の還元利回り 

  
A.  

熱源高効率化 
B. 

CO2制御 
C. 

全熱交換器 
D. 

節水便器 
E. 

太陽電池 
DCFAVE 13,319 22,079 11,684 22,272 29,244 
DCFMIN 12,382 18,647 9,093 19,315 27,798 
DCFMAX 14,320 25,212 13,849 26,526 30,620 
DCFSF 105 414 277 427 188 
rp 0.79% 1.88% 2.37% 1.92% 0.64% 
R=Y+rp 3.59% 4.68% 5.17% 4.72% 3.44%  

 
③省エネルギー化設備への最適投資い配分
比の推定 

省エネルギー化投資の初期投資額を査定
して上記の水道光熱費削減額と組み合わせ
て IRR を求め、1,000 個の IRR の分布を求め
た。5 つの省エネ投資を組み合わせた場合の

IRR の標準偏差と期待値を計算した結果を図
-7に示す。A~E の内の 2 つの投資を結ぶ細い
曲線は、2つの投資を組み合わせた場合の IRR
の標準偏差と期待値である。B と D のように
共分散が負となる関係の場合には、組み合わ
せることで、図に示されるように標準偏差あ
たりの期待値を大きく向上させることがで
きる。逆に B と C のように正の相関となる場
合には、組み合わせても標準偏差あたりの期
待値はほとんど変化しない。 
 省エネ投資を行う際には金利 Y で資金を
調達するため、投資を行わなければ、将来に
渡って金利 Y に相当する負のキャッシュフ
ローを確定的に回避することができる。これ
は、図-7 において IRR の標準偏差を 0、IRR
の期待値を調達金利とした場合（図中の Y1
や Y2）に相当する。省エネ投資を実行する
場合には、これらの調達金利と省エネ投資を
組み合わせることになるが、標準偏差あたり
の期待値が最大化する組み合わせは、調達金
利から有効フロンティアに対して引いた接
線である。この時の接点 T1 や T2 を接点ポー
トフォリオと呼び、これが省エネルギー化設
備への最適投資配分比である。 
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図-7 省エネ投資を組み合わせた場合の IRR 
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